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In the future, urban decline is concerned because of various issues such as aging and population 

decline, therefore it is important to increase the convenience of mobility and the accessibility 

of many living services. Also a location normalization plan has been enforced in 2014 and this plan is a 

compactness policy that aims to be more desirable city for looking after 20 years. Therefore, in this study, 

we made estimate the future population and carried out the simulation of the compactness by population 

aggregation. Then, we evaluated accessibility by scenario of compaction for Kumamoto city, which has a 

location normalization plan. As a result, it became clear that the simulated scenario of compactness can 

maintain the current level in terms of accessibility.  
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1. はじめに

今後, 高齢化や人口減少など様々な問題により都市の衰

退が懸念される中で, 高齢者や自動車を利用しない人々を

含めた多様な都市生活者にとって, 移動の利便性や健康で

豊かな暮らしの維持に必要な生活サービスの利用しやすさ

(アクセシビリティ:以下AC)を高めることが重要な課題と

なっている.こうした背景もあり, 平成26年に都市再生特

別措置法が施行され,立地適正化計画制度が創設された.本

制度は, 医療・福祉施設や商業施設及び, 住居等がまとま

って立地し, 徒歩や公共交通等により施設にアクセス可能

にする都市のコンパクト化政策の1つであるが, 一概にコ

ンパクト化といえど, 人口集約によるコンパクト化を行う

際, 集約場所や集約方法, 及びどの程度の人口を集約すべ

きか等様々なシナリオが考えられる. したがって, 今後都

市のコンパクト化を行う際に, より効率的に利便性を高め

るためには, 都市のコンパクト化をACの面で評価し,どの

シナリオがより良いのか, またシナリオ間でどのような違

いがあるのか分析することが重要になってくると考えられ

る.

既存研究では, 都市のコンパクト化を財政及び環境の面

で評価している研究 1)や都市のコンパクト化を公共交通の

面で評価している研究 2)など, 都市のコンパクト化のシナ 

リオの違いを1つもしくは複数の面から評価している研究

はみられる. また, 生活利便性の評価として, 財・サービ

スに着目し, 施設へのACの評価及び, AC改善施策の検討

を行った研究 3)やアンケート調査結果をもとに目的地の選

択モデルを構築し,年齢別に施設へのACの評価を行ってい

る研究 4)など,対象都市における現状のACの評価を行って

いる研究はみられる.

一方で, 前述した立地適正化計画の方針として, 人口を

誘導し人口密度の維持を図る「居住誘導区域」及び都市機

能の集積により一定の生活サービスの充実を図る「都市機

能誘導区域」があり,本制度はおよそ20年後を見据えたよ

り望ましい都市構造を目指していくといった計画であるた

め今後は, 現状の都市におけるACの評価だけでなく,将来

を見据えたACの評価を行っていくことが重要である.しか

しながら, 都市のコンパクト化のシナリオを立地適正化計

画の観点から複数設定し, ACの面で評価している研究の蓄

積は少ない. 

そこで本研究では, 熊本市を対象として, 将来人口の推

計結果をもとにしたコンパクト化のシナリオを複数作成し, 

コンパクト化のシナリオ別にACの評価を行うことを目的と

する.

本研究で対象とする熊本市は, 立地適正化計画の策定に

おいて, 電車やバスなどの公共交通の利便性を特に重視し

ており 5), 公共交通によるACの向上が重要な計画目標の1

つに位置付けられている.また図-1のように収縮率(1)が平均

よりやや高いことから, 市街化区域内人口密度は平均に近

いが, 比較的厳しい基準で立地適正化計画を策定している

と考えられる. よって本研究では,公共交通を中心に,収縮

率の面からより厳しい基準で立地適正化計画を策定してい

る熊本市を対象とした. 

2.将来人口推計結果 

本研究では, より詳細なACの分析を行うため100mメッ

シュ単位で人口推計を行う. したがって, 国土数値情報の

500mメッシュ別将来推計人口データ 7)を用いて,2040年に

おける推計人口を年齢別に算出し, 得られた推計人口デー

タを按分し,100mメッシュ単位で算出した.その結果,表-1

のように総人口は約2万9千人減少し,高齢化率は約9%増
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増加することが分かった. また,図-2のように100mメッシ

ュ単位でみると人口が0のメッシュがかなり増加している

ことや比較的高密度なメッシュが減少していることが読み

取れる.したがって,総人口や高密度なメッシュは減少する

が, 人口が0のメッシュや高齢者人口はかなり増加するこ

とが推計結果より明らかとなった. 

図-1 市街化区域内人口密度と収縮率による現状把握 

(参考文献 6)による図を参考に作成) 

表-1 総人口と高齢化率の比較 

図-2 現状と2040年におけるメッシュ内人口の比較 

3. コンパクト化のシミュレーション

次にコンパクト化のシミュレーションを行った.本研究で

は, 現状(2015年), 趨勢型(人口集約を行わない),市街化区

域集約型(市街化区域内に人口を集約),居住誘導区域集約型

(居住誘導区域内に人口を集約), 拠点集約型(都市機能誘導

区域内に人口を集約)の計5つのシナリオを作成した. コン

パクト化のシミュレーションを行う市街化区域集約型,居住

誘導区域集約型,拠点集約型において, 市街化区域集約型は 

市街化調整区域を撤退側とし,居住誘導区域集約型,拠点集

約型は市街化区域を撤退側とし, シミュレーションを行っ

た. なお,これら3つのシナリオを作成した意図として,市

街化区域集約型は,市街化調整区域を撤退側とし,市街化区

域内に集約することで, より多くの人口を集約することが

でき, 都市のコンパクト化の度合いを示す指標の1つであ

るDID内人口密度及び, 総人口に対するDID人口比の双方

を高め, 都市全体をコンパクトにすることができると考え

たためである. また, 居住誘導区域集約型は, 市街化区域

を撤退側とし,居住誘導区域内に人口を集約することで,市

街化区域よりも内部に人口を集約することができ, 立地適

正化計画の趣旨に沿った居住誘導区域内人口密度の維持や

総人口に対するDID人口比を高めることができると考えた

ためである. さらには, 拠点集約型は, 市街化区域を撤退

側とし,都市機能誘導区域内に人口を集約することで,都市

機能誘導区域内の人口密度の維持及び, よりアクセス性の

高いメッシュに人口を集約することができると考えたため

である. 

また, 撤退基準として, 撤退区域のメッシュ内人口が20人

(DIDの人口密度基準の半分)を切った場合を撤退とし,それ

ぞれの区域に人口を集約する.なお,DIDメッシュの判定につ

いては,100mメッシュの人口のみで判定しており,隣接メッ

シュの連帯で規模基準(5000人)は考慮していない.また,DID

のメッシュ判定は,現状と2040年でそれぞれのシナリオご

とに行った.また,2015年のメッシュ内人口よりも多くの人

口を集約する場合,現実的には集約しきれない可能性があ

り,また,立地適正化計画において,集約区域における現状の

人口を維持するといった政策意図があるため,2015年のメッ

シュ内人口を集約する際の上限とした.その結果, 撤退区域

内の人口をすべて集約しきっても,集約区域内における人口

が2015年の人口よりも少なく,完全に集約するには, 人口

が足りないため,集約方法を2パターン設定し, シミュレー

ションを行った.まず1つは,2040年と2015年のメッシュ内

人口の差が大きいメッシュから集約していくパターン(集約

大)で,2つ目はそれらの差が小さいメッシュから集約してい

くパターン(集約小)である.1つ目の理由としては,減少数が

大きいメッシュから集約することで,2015年と2040年のメ

ッシュ内の人口の差を小さくでき,各メッシュ内により多く

の人口を集約することで,高密度なメッシュの増加やDID内

人口密度が高くなると考えたためである.2つ目の理由とし

ては, 減少数が小さいということは, 25年経過しても多く

の人がそのメッシュ内で住み続けていると解釈でき,また減

少数が小さい分より多くのメッシュに人口を集約すること

が可能となり,総人口に対するDID人口比が高くなると考え

たためである. なお,それぞれの政策的な意図として,集約

大は,集中的に密度を高めつつ,現状の人口を維持させるこ

とであり,集約小は,広域的に密度を高め,現状の人口を維持

させることである. 上記の設定をもとにシミュレーション

を行った結果, 表-2のような結果となり, 市街化区域集約

型(図-3)は79,346人集約, 居住誘導区域集約型(図-4)は

指標/年 2015 年 2040 年 

総人口(人) 741,222 712,319 

高齢化率(%) 23.9 32.8 
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14,977人集約, 拠点集約型(図-5)は19,783人集約した結果

となった. またこれらのシミュレーション結果をもとにシ

ナリオ別のコンパクトシティ度(図-6)を算出した. 図-6は

横軸にコンパクトシティ度1(DID内人口密度(人/ha)), 縦

軸にコンパクトシティ度2(人口総数に対するDID人口比) 

をとりシナリオ別のコンパクトシティ度を示しているため, 

より右上に行くほどコンパクトシティ度が高いことが読み

取れる.よって,人口を約8万人集約した市街化区域集約型

はコンパクトシティ度1,コンパクトシティ度2の双方の面

においてコンパクトシティ度が高いことが分かる.また, 居

住誘導区域集約型,拠点集約型はコンパクトシティ度1にお

いて, 現状よりもやや低くなることが分かるが,趨勢型に比

べると緩和されることが分かった. 4. 解析方法及びAC算出式

本研究では,表-3のような観点から,ACを算出し都市のコ

ンパクト化をACの面で評価する.その際に使用したデータ

として, 医療施設のデータは,国土数値情報 医療機関デー

タ 8), 商業施設のデータ(3)は,全国スーパーマーケット・デ

ィスカウントショップマップ 9), 電車のデータは国土数値情

報 鉄道データ 10),バスのデータは,国土数値情報 バスルー

ト 11)を使用した. なお,医療施設,商業施設の内訳及び分布

図をそれぞれ表-4, 図-5に示す.また, 表-5(4)のような速度

と解析時間を設定し,解析を行った.なお, 徒歩においては,

各メッシュの中心点を起点とし, 起点から徒歩10分圏内の

施設に到達可能なメッシュにおいて, ACの評価を行い, 徒

歩＋電車,徒歩＋バスにおいては,起点から徒歩5分圏内に

ある駅及びバス停を利用可能で, 電車は25分,バスは10分

という閾値を設け, 駅及びバス停で下車した後,徒歩5分圏

内で到達できる居住地においてACの評価を行った.

また, 本研究では, 累積機会型のAC指標を用いてACを 

算出する. 様々なAC指標が存在する中でこのAC指標を用

いた理由として, 累積機会型のAC指標は他のAC指標に比

べ比較的簡便にACを算出可能であり,かつ多様な交通モー

ドでの評価を行うことができるためである. また, このAC

指標は, 各居住地から一定範囲内の生活機会や施設をカウ

ントするAC指標で, 式(1)のように各居住地から閾値内に

到達できる施設の評価値の和をACの評価とした.なお, 施

設の評価値においては, 式(2)のように医療施設の場合,施

設の診療科目数 6),商業施設の場合,施設の売り場面積(5)の対

数をとり評価とした.また,式(1)は各メッシュ毎にACが算

出されるため,式(3)を用いて都市全体のACを算出し,シナ

リオ別にACの評価を行った. また,これらの評価は表-6の

通り全144のシナリオについて行った. 

シナリオ/指標 移動人口(人) 移動メッシュ数 

市街化区域集約型(集約大) 79,346 3,052 

市街化区域集約型(集約小) 79,346 5,660 

居住誘導区域集約型(集約大) 14,977 269 

居住誘導区域集約型(集約小) 14,977 1,960 

拠点集約型(集約大) 19,783 525 

拠点集約型(集約小) 19,783 3,181 

指標 概要 

対象 

施設 

・医療施設 

(病院, 診療所) 

・商業施設 

(大型総合スーパー, 

食品スーパー,  

コンビニ) 

交通 

手段 

・徒歩 

・徒歩＋電車 

(熊本市電) 

・徒歩＋バス 

(熊本都市バス) 

年齢 ・非高齢者 

(0歳-64歳) 

・高齢者 

(65歳以上) 

・総人口 

施設 施設数 

医療施設 病院 94 

診療所 621 

商業施設 大型総合スーパー 6 

食品スーパー 97 

コンビニ 339 

表-2 移動人口及び移動メッシュ数 

図-3 市街化区域集約型 図-4 居住誘導区域集約型 

0.68

0.72

0.76

0.8

0.84

0.88

66 68 70 72 74

コンパクトシティ度

現状 趨勢型 市街化区域集約型 居住誘導区域集約型 拠点集約型
コンパクトシティ度1(DID内人口密度(人/ha))

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
度

2

(人
口
総
数
に
対
す
る

D
I
D人

口
比

)

〇:集約なし △:集約大 ◇:集約小

図-5 拠点集約型 

図-6 シナリオ別コンパクトシティ度 

表-4 医療施設及び商業施設の施設数 

表-3 AC 算出対象 
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5. AC算出結果

前述の式(1), 式(2), 式(3)を用いてシナリオ別にACを

算出した結果(総人口)を図-8, 図-9, 図-10, 図-11に示す.

図-8は医療施設における都市全体のAC(集約大),図-9は医

療施設における都市全体のAC(集約小), 図-10は商業施設

における都市全体のAC(集約大), 図-11は商業施設におけ

る都市全体のAC(集約小)を示している. なお, 年齢別の観

点からみると, 高齢者のACは非高齢者のACに比べ低くな

ることが分かったが, 全体的な傾向は総人口と類似してい

たため, 本論では総人口のACについて論述する. 

図-8, 図-9, 図-10,図-11より医療施設AC,商業施設AC

のどちらも徒歩, 徒歩＋電車,徒歩＋バスの順にACが高く

なり, コンパクト化のシミュレーションを行った市街化区

域集約型,居住誘導区域集約型,拠点集約型の3つのシナリ

オは現状よりも高くなることが明らかとなった. 市街化区

域集約型は最も都市全体のACが高くなっているが,市街化

調整区域を撤退側とし, 人口を約8万人集約しているため, 

表-7に示す集約人口当たりのACの評価では,居住誘導区域

集約型や拠点集約型に比べ,低くなることが読み取れる.し

たがって, ACの面で現状の水準を維持するのならば, 居住

誘導区域集約型, 拠点集約型が望ましいと考えられる.ま

た,交通モード別にみた際,徒歩＋バスが最も都市全体のAC

が高くなっており, 徒歩＋バスのACが最も高くなった理由

としては,バス停の数が駅の数よりも圧倒的に多く, かつバ

ス停が市内広範囲に分布しているためと考えられる.  

また, 表-8, 表-9, 表-10,表-11はそれぞれ対象施設及び

集約方法別のAC=0の割合(閾値内に施設に到達できない人

口の割合)を示しており, この結果から,市街化区域集約型

は他のシナリオに比べAC=0の割合が低くなっていることが

読み取れる.一方で,居住誘導区域集約型と拠点集約型は都

市全体のACは現状よりも高いがAC=0の割合でみると現状

よりも高くなっており,施設にアクセスできない人口の割合

が増加していることが明らかとなった.したがって,都市全

体のACが高ければ必ずしも,AC=0の割合が低下するとは限

らないことが明らかとなった. さらには,図-12,図-13,図-

14はそれぞれのシナリオにおける集約地域の人口分布を示

しており,図-15,図-16,図-17,図-18,図-19,図-20はそれぞ

れのシナリオの徒歩＋バスにおけるAC分布を示している. 

交通手段/指標 速度 解析時間 

徒歩(非高齢者) 分速80m 10分 

徒歩(高齢者) 分速60m 10分 

徒歩＋電車 分速199m 35分 

徒歩＋バス 分速250m 20分 

年齢 徒歩 徒歩＋電車 徒歩＋バス 合計 

医療 

施設 

非高齢者 8   8    8  24 

高齢者 8    8    8  24 

総人口 8 8    8  24 

商業 

施設 

非高齢者 8    8    8  24 

高齢者 8    8    8  24 

総人口 8    8    8  24 

合計 48  48  48  144 

図-7 医療施設及び商業施設の分布図 

表-5 交通モード別の速度と解析時間 

𝐴𝐶𝑖
𝑚 =  𝐷𝑗

𝑗∈ቂ𝑡𝑖,𝑗
𝑚<𝑇ቃ

   (1) 𝐷𝑗 = 𝑙𝑜𝑔𝐴𝑗           

i：居住地メッシュ番号, j：施設, 

m：交通モード 

𝐴𝐶𝑖
𝑚：居住地 i におけるアクセシビリティ値

𝐷𝑗：施設 j の評価値  

𝐴𝑗：施設 j の診療科目数(医療施設の場合) 

(商業施設の場合は施設の売り場面積) 

𝑡𝑖,𝑗
𝑚：居住地 i から施設 j までの交通モード m の

所要時間 

T：居住地 i の中心から移動時間の閾値 

(2) 

アクセシビリティ算出式

( 𝑁𝑝𝐴𝐶𝑝 +  𝑁𝑞

𝑞𝑝

𝐴𝐶𝑞) 

 11111111𝑁11111111
𝐴𝐶 = (3) 

p：集約を行わない居住地のメッシュ番号 

q：集約を行った居住地(集約側)のメッシュ番号 

𝐴𝐶:都市全体のアクセシビリティ平均値 

𝐴𝐶𝑖:居住地 iにおけるアクセシビリティ 

𝑁𝑖:居住地 i における人口  N:総人口 

表-6 医療施設及び商業施設のシナリオ数 
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また,表-12はそれぞれのシナリオのDIDにおけるACの平均
(5)を示しており, この表から, 集約小よりも集約大のほうが

DIDにおけるACの平均がやや高いことが読み取れる.したが

って,これらの都市全体のAC,AC=0の割合,AC分布及び,DID

におけるACの平均の観点からみると, 集約大のほうがどれ

もACの面で良好な結果を示しており,またDIDにおけるAC

の平均が集約小よりやや高いことから, 今後,熊本市でコン

パクト化を行う際により効率的に利便性を高めるのなら,集

約大のように減少数の大きいメッシュから, 人口を集約し

DID内人口密度が高まるように人口を集約したほうが望まし

いことが明らかとなった.また,商業施設のほうが医療施設

よりもAC=0の割合が高いことから商業施設のアクセスは医

療施設よりも困難であることも読み取れる. 

 

 

 

 

 

表-7 集約人口当たりの AC 

交通 

手段 

集約人口当たりの AC/

シナリオ

市街化区域

集約型 

居住誘導区域

集約型 

拠点集

約型 

徒歩 

医療施設(集約大) 0.00021 0.00102 0.00079 

医療施設(集約小) 0.00020 0.00101 0.00078 

商業施設(集約大) 0.00044 0.00215 0.00165 

商業施設(集約小) 0.00043 0.00213 0.00164 

徒歩＋

電車 

医療施設(集約大) 0.00054 0.00267 0.00208 

医療施設(集約小) 0.00051 0.00251 0.00196 

商業施設(集約大) 0.00101 0.00496 0.00387 

商業施設(集約小) 0.00095 0.00468 0.00365 

徒歩＋

バス 

医療施設(集約大) 0.00133 0.00655 0.00505 

医療施設(集約小) 0.00126 0.00619 0.00481 

商業施設(集約大) 0.00277 0.01361 0.01049 

商業施設(集約小) 0.00263 0.01290 0.01003 

14.73

14.76

15.34

15.60

16.47

36.90

37.36
39.95

41.23

42.77

91.02

91.35
98.15

99.90

105.39

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

都市全体のAC(医療施設) 集約大

徒歩 徒歩＋電車 徒歩＋バス 

■現状 ■趨勢型 ■居住誘導区域集約型 ■拠点集約型 ■市街化区域集約型

14.73
14.76

15.07
15.37

16.15

36.90

37.36
37.57

38.79
40.32

91.02

91.35

92.69

95.12
99.66

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00
都市全体のAC(医療施設) 集約小

■現状 ■趨勢型 ■居住誘導区域集約型 ■拠点集約型 ■市街化区域集約型

徒歩 徒歩＋電車 徒歩＋バス 

31.09

31.29

32.20

32.68

34.93

68.84

69.79

74.31

76.57

79.96

189.92

190.62

203.78

207.55
219.61

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00
都市全体のAC(商業施設) 集約大

徒歩 徒歩＋電車 徒歩＋バス 

■現状 ■趨勢型 ■居住誘導区域集約型 ■拠点集約型 ■市街化区域集約型

31.09

31.29

31.86

32.44

34.47

68.84

69.79

70.04

72.20

75.52

189.92

190.62

193.20

198.38

208.47

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

都市全体のAC(商業施設) 集約小

徒歩 徒歩＋電車 徒歩＋バス 

■現状 ■趨勢型 ■居住誘導区域集約型 ■拠点集約型 ■市街化区域集約型

図-8 都市全体のAC(医療施設) 集約大 

図-9 都市全体のAC(医療施設) 集約小 

図-10 都市全体のAC(商業施設) 集約大 

図-11 都市全体のAC(商業施設) 集約小 

公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.55 No.3, 2020年10月 
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.55 No.3, October, 2020 

- 270 -



現状 趨勢型 市街化区域 

集約型 

居住誘導区 

集約型 
拠点集約型 

徒歩 16.08% 17.94%   11.77%  16.80%  16.54% 

徒歩＋電車 16.08% 17.93%   11.76%  16.79%  16.53% 

徒歩＋バス 10.83% 13.55%   7.87%   12.74%  12.56% 

現状 趨勢型 市街化区域 

集約型 

居住誘導区 

集約型 
拠点集約型 

徒歩 16.08% 17.94%   12.10%   16.86%   16.57% 

徒歩＋電車 16.08% 17.93%   12.09%   16.85%   16.56% 

徒歩＋バス 10.83% 13.55%  8.11%   12.78%   12.59% 

現状 趨勢型 市街化区域 

集約型 

居住誘導区 

集約型 
拠点集約型 

徒歩 19.54% 20.93%  14.55%   19.84%  19.58% 

徒歩＋電車 19.29% 20.69%  14.28%   19.61%  19.35% 

徒歩＋バス 14.14% 16.36%  10.28%   15.53%  15.36% 

現状 趨勢型 市街化区域 

集約型 

居住誘導区 

集約型 
拠点集約型 

徒歩 19.54% 20.93%  14.92%  20.01%  19.68% 

徒歩＋電車 19.29% 20.69%  14.66%  19.77%  19.44% 

徒歩＋バス 14.14% 16.36%  10.52%  15.64%  15.43% 

表-8 AC=0の割合(医療施設) 集約大 

表-9 AC=0の割合(医療施設) 集約小 

表-10 AC=0の割合(商業施設) 集約大 

表-11 AC=0の割合(商業施設) 集約小 

図-12 市街化区域内人口分布 集約大と集約小 

図-13 居住誘導区域内人口分布 集約大と集約小 

図-14 都市機能誘導区域内人口分布 集約大と集約小 

図-15 市街化区域内 AC 分布 集約大と集約小 

医療施設 AC 徒歩＋バス 
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6. おわりに

本研究では,コンパクト化のシナリオ別にACを算出し,都

市のコンパクト化をACの面で評価した. その結果,将来的 

シナリオ 対象施設 集約場所 
DIDにおける 

AC の平均 

市街化区域集約型 

(徒歩＋バス) 

医療施設 
集約地(集約大) 97.72 

集約地(集約小) 96.61 

商業施設 
集約地(集約大) 206.76 

集約地(集約小) 204.94 

居住誘導区域集約型

(徒歩＋バス) 

医療施設 
集約地(集約大) 118.54 

集約地(集約小) 118.02 

商業施設 
集約地(集約大) 244.95 

集約地(集約小) 243.94 

拠点集約型 

(徒歩＋バス) 

医療施設 
集約地(集約大) 159.26 

集約地(集約小) 158.63 

商業施設 
集約地(集約大) 337.63 

集約地(集約小) 335.95 

図-16 市街化区域内 AC 分布 集約大と集約小 

商業施設 AC 徒歩＋バス 

図-17 居住誘導区域内 AC 分布 集約大と集約小 

医療施設 AC 徒歩＋バス 

図-18 居住誘導区域内 AC 分布 集約大と集約小 

商業施設 AC 徒歩＋バス 

図-19 都市機能誘導区域内 AC 分布 集約大と集約小 

医療施設 AC 徒歩＋バス 

図-20 都市機能誘導区域内 AC 分布 集約大と集約小 

商業施設 AC 徒歩＋バス 

表-12 シナリオ別 DID における AC の平均 
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に人口減少及び高齢化率の増加が見込まれるが,コンパクト

シティ化のシミュレーションを行ったシナリオは ,ACの面

でみると, 現状の水準を維持できることが明らかとなった.

また,シナリオ別にみると市街化区域集約型はACの面で最

も良好であるが,人口を約8万人集約しており,集約人口当

たりのACが居住誘導区域集約型や拠点集約型よりも低いた

め,現状の水準を維持するのならば居住誘導区域集約型や拠

点集約型が望ましいと考えられる.さらには,集約方法の違

いによるACの評価では,集約小よりも集約大のほうがACの

面で良好な結果を示しているため, 今後,熊本市でコンパク

ト化を行う際には, 総人口に対するDID人口比を高めるよ

りもDID内人口密度が高まるように人口を集約させたほう

がACの面で望ましいということが明らかとなった. 

本研究では熊本市でのACの評価を行ったが, 今後は他の

都市においてもACの評価を行い,集約地域とDID区域,及び

ACの分布の空間的な包含関係について明らかにし,地域特有

の結果に過ぎないのか,それとも一般性があるのか分析を行

っていく必要がある.また,対象施設においても医療施設,商

業施設だけでなく,行政や金融など日常生活で利用する施設

へのACの評価を行う必要がある.さらには,日常生活におい

て,電車とバスを乗り換えて移動することも考えられるた

め，それらを複合させたマルチモーダルネットワークを構

築し,より複層的な交通網でのACの評価を行うことが望ま

しい. 
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【補注】 

(1) 本研究では, 参考文献 6)より収縮率を(1–居住誘導区域の面積/市街化区

域の面積)とする.

(2) 商業施設のポイントデータに関しては,ArcGIS Onlineでのアドレスマッ

チングサービスを利用し作成した.

(3) 電車の速度は熊本市交通局 12)の時刻表から,平均の速度を算出した. バス

の速度に関しては,バス停の数がかなり多いため一律分速250mと仮定した.な

お電車及びバスの閾値に関しては, 第5回パーソントリップ調査 13)をもとに

鉄道,バス以外の代表交通手段で要した時間を算出し,利用者の90%をカバー

できる25分,10分という閾値を設定した.

(4) 経済産業省業態別調査H2614)を基に, 大型総合スーパー, 食品スーパー,

コンビニの売り場面積をそれぞれ10,285㎡, 1,407㎡, 124㎡とした.

(5) (DIDにおけるACの平均) = (DID区域のACの総和) / (DID区域のメッ

シュ数)
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